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◆地域児童福祉事業等調査結果～平成15年度～　　9月17日（厚生労働省） 

　・出産・子育てによる仕事への影響について、「変化があった」とする父は11.9％、母は64.4％。 

◆法人企業景気予測調査～7-9月期～　　9月27日（内閣府・財務省） 

　・従業員数判断BSI（「不足気味」－「過剰気味」）は、大企業、中堅企業、中小企業とも前期に比べ不足超過幅が拡大。 

◆社会福祉行政業務報告～平成15年度～　　9月29日（厚生労働省） 

　・平成15年9月に生活保護を開始した世帯の主な理由は、「働きによる収入の減少・喪失」が20.4％。うち、「失業」

は6.4％。 

◆就労条件総合調査～平成16年～　　9月30日（厚生労働省）  

　・完全週休二日制を採用している企業割合は39.0％（前年35.9％）。 

　・年次有給休暇の平均取得日数は8.5日（同8.8日）で取得率は47.4％（同48.1％）と過去最低。 

◆企業短期経済観測調査（短観）～9月～　　10月1日（日本銀行）  

　・全国大企業の業況判断D.I．（「良い」－「悪い」）は、製造業で26（前期22、先行き21）と6期連続で改善。非製造業

は11（前期9、先行き10）。 

　・雇用人員判断D.I．（「過剰」-「不足」）は、大企業全産業で4（前期6、先行き3）。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

9月11日～10月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

民間給与実態統計調査～平成15年度～　　9月24日（国税庁発表） 

～民間給与６年連続の減少～ 
　2003年度（平成15年度）の民間給与実態統計調査によると、一年を通じて民間企業に勤務した人の平均給与は、

前年より3.9万円（0.9％）減少の443.9万円だった。減少は６年連続となっている。内訳は、平均給料・手当が373.8

万円（前年比0.4％減）、賞与が70.1万円(同3.3％減)。給与に占める賞与の割合は18.8％と、前年の19.3％を0.5ポイン

ト下回り、７年連続の低下となった。賞与の落ち込みが、平均給与を押し下げている。 

　平均給与の伸び率を男女別に見てみると、おおむね女性が男

性を上回って推移している。これは、平均給料・手当において

も同様の傾向である。なお、平均勤続年数は、男女とも大きく

変化していない。 

 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構 
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中高年齢者の雇用管理 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　『2004年版労働経済白書』によりますと、「中高年層の転職に当たっては、中高年層がそれまで蓄積し
てきた職業能力を活かしていくことが重要であり、中高年求職者の能力の正しい把握とそれに見合った職
業紹介や職域の開発が求められるが、企業においても、労働者の能力を活かしながら、産業構造の転換に
対応し、社会全体として中高年層の職業能力を活かしていくシステムを模索していくことが重要であろう」
とあります（15ページ中ほど、及び161ページ下）。 
　では、中高年齢者に対する雇用管理や転職
に関する調査としては、どのようなものがあ
るでしょうか。雇用管理に関する調査として、
第１に、厚生労働省「雇用管理調査」をあげ
たいと思います。この調査は、労働者の採用
から退職に至るまでの一連の諸管理に関する
調査で、雇用管理制度等の実態を明らかにす
ることを目的としており、①採用管理②採用
後の諸管理、③定年制等の退職管理――に関
する事項を３年ローテーションで中心事項と
する企業調査となっています。とくに、③の
年には、定年制等に関する事項、定年後の措
置に関する事項、その他の退職管理等に関す
る事項及び今後の雇用に関する事項を詳しく
調査しています。 
　2004年調査は、②採用後の諸管理に関する
事項を中心に実施されました（この年におい
ても、定年制等については、調査がなされて
います。図表１参照）。  
　また、同省「労働経済動向調査」においても、雇用管理について調査がなされています。労働経済動向
調査は、景気の動向、労働力需給の変化等が、雇用、労働時間、賃金等に及ぼしている影響や、それらに
関する今後の見通し、対応策等について事業所ごとに調査し、労働経済の変化の方向、当面の問題点等を
迅速に把握して、労働政策の基礎資料とすることを目的としており、生産・売上判断D.I.といった統計数
値が調査されておりますが、加えて、残業規制、配置転換、出向といった雇用調整の実施状況について調
査がなされています（図表２参照）。  
　さらに、同省には以下の調査があります。 
○「雇用動向調査」 
　この調査は、雇用労働力の産業、規模、職業及び地域間の移動の実態を明らかにすることを目的として
います。入職・離職と求人の状況及び前職や入職・離職の事情の調査、つまり、労働移動についてが主な
調査事項であり、離職理由（契約期間満了、出向、定年等）についても調査がなされています。また、年
齢別の集計もあります。 
○「高年齢者就業実態調査」 
　この調査は、高年齢者の就業実態、就業意識とその背景及び事業所における高年齢者の雇用状況、雇用
上の問題点、公的援助へのニーズ等を的確に把握し、今後の高年齢者雇用・就業対策に役立てることを目
的としています。高年齢労働者の雇用状況、定年退職の状況、定年前後の就業状況、早期退職優遇制度の
運用状況等について調査がなされています。 
　他に、総務省「中高年齢層の高齢化問題に関する意識調査」（1998年）、中央労働委員会「退職金、年金
及び定年制事情調査」、（財）高年齢者雇用開発協会「定年到達者等の就業と生活実態に関する調査」「企業
の高齢化諸施策の実態に関する調査」（共に2002年）、（財）社会経済生産性本部「定年制度、勤務延長・再
雇用制度、早期退職優遇制度に関する実態調査」（1996年）、日本労働研究機構（当時）「出向・転籍の
実態と展望」（調査研究報告書No.126、1999年）、「職場における高年齢者の活用等に関する実態調査」（2000
年）、労働政策研究・研修機構「企業における今後の中高年齢者活用に関する調査」（2004年、今月号に紹
介論文「中高年齢者の活躍の場と企業の対応」があります。是非一読を。）といったさまざまな調査研究
が行われております。 


